
職場におけるハラスメントは、労働者の権利を侵害するだけでなく、組織にも深刻な影響が及びます。
ハラスメントの定義や種類、予防の取組から、ハラスメントをなくしていくために私たちにできることについて
考えていきたいと思います。

１． ハラスメントとは
ハラスメントとは、立場や権限を利用して相手の尊厳を傷つける、不利益を与える人権侵害行為です。
職場におけるハラスメントとして、立場の優位性により相手の尊厳や人格を傷つけるパワーハラスメント（以下パワハ
ラ）、性的な言動や行為により相手の尊厳を傷つけるセクシュアルハラスメント（以下セクハラ）、妊娠や出産、育児等を理由
に不利益に取り扱うマタニティハラスメント（以下マタハラ）が、特に問題となっています。
事業主として、ハラスメントの定義、類型と種類、講ずべき措置、被害者や企業にどのような影響があるかを理解し、
ハラスメント防止対策を講ずる必要があります。また労働者は、どのような言動がハラスメントにあたるのか、理解し、
行動につなげていくことがハラスメントをなくしていく上で重要になります。

２． 定義と種類
職場におけるハラスメントについて、次のように法律で定義づけられています。

■パワーハラスメント
職場において、①優越的な関係を背景とした言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③労働者
の就業環境が害されるものであり、①から③までの３つの要素を全て満たすことをいいます。業務上必要かつ相当な
範囲で行われる適正な業務指示や指導についてはパワハラに当たりません。

パワハラに関する法律
労働者が生きがいをもって働ける社会の実現を目的として、昭和41（1966）年に「労働施策総合推進法」（労働施策
の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律）が施行されました。
その後、令和元（2019）年の改正「労働施策総合推進法」施行を経て、大企業は令和2（2020）年6月から、中小
企業は令和4（2022）年4月からパワハラ防止措置が義務化されました。

■セクシュアルハラスメント
職場において行われる性的な言動により、労働者が労働条件につき不利益を受けたり、就業環境が害されることを
いいます。「男らしい」「女らしい」等、性別役割分担意識に基づく言動は、セクハラの原因や背景になる可能性があります。
セクハラは２つに分類することができます。

セクハラに関する法律
平成11（1999）年の改正「男女雇用機会均等法」（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に
関する法律）施行を経て、事業主に対して女性へのセクハラ防止の配慮措置が義務化されました。
その後、平成19（2007）年に女性だけでなく男性も対象に加えるとともに、セクハラ防止措置が義務化され、令和2

（2020）年6月の改正「男女雇用機会均等法」施行を経て、相談を行ったことによる不利益取扱いの禁止や、事業主
及び労働者の責務が明確化される等のセクハラ防止対策が更に強化されました。

■マタニティハラスメント（妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント）
職場において、上司・同僚からの言動（妊娠・出産したこと、育児休業、介護休業等の利用に関する言動）により、妊娠・
出産した女性労働者や育児休業・介護休業等を申出・取得した男女労働者の就業環境が害されることをいいます。妊娠の
状態や育児休業制度等の利用等と嫌がらせとなる行為の間に因果関係があるものが該当します。
マタハラは2つに分類することができます。

マタハラに関する法律
平成29（2017）年の改正「男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を
行う労働者の福祉に関する法律）」施行を経て、職場での労働者の妊娠・出産・育児休業等を理由とする解雇などの
不利益取扱いの禁止と、妊娠・出産をした女性労働者、あるいは育児休業・介護休業をする者の就業環境が害される
ことがないよう防止措置を講じることが義務化されています。
令和2（2020）年6月の改正「男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法」施行を経て、相談を行ったことによる不利益
取扱いの禁止や、事業主及び労働者の責務が明確化される等のマタハラ防止対策が更に強化されました。

ハラスメントについてハラスメントについて特 集

人権を尊重し合える関係性を築き、ハラスメントのない環境をめざして
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パワハラに該当する行為として6つの類型があげられます。

代表的な言動の類型 具体例

殴
おう
打
だ
、足蹴り、物を投げる　等

セクハラ行為を拒否したことで解雇・降格・減給
などの不利益な扱いを受けたり、不利益な扱いを行う
と脅してセクハラに及んだりする行為。

セクハラ言動により職場環境を悪化させ、労働者が
業務に専念できないようにする行為。

人格を否定する言動、大勢の前での威圧的
な叱責を繰り返す　等

長時間別室に待機させる、集団で無視をして
職場で孤立させる　等

到底対応できないレベルの業務目標を課し、
達成できないと厳しく叱責する　等

管理職である労働者を退職させるため
誰でも遂行可能な業務を行わせる　等

職場外での継続的な監視、プライベートな
事柄に執拗に触れる発言　等

●対価型セクハラ ●環境型セクハラ

出産・育児・介護に関する制度又は措置（制度等）の
利用を阻害する行為。

女性労働者が妊娠したこと、出産したこと等に関する
言動により就業環境が害される行為。

●制度等の利用への嫌がらせ型 ●状態への嫌がらせ型

①身体的な攻撃（暴行・傷害）

③人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）

②精神的な攻撃（脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言）
　※外国人であること、性的指向・性自認に関する侮辱的な言動等も含む

④過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの
　強制・仕事の妨害）

⑤過小な要求（業務上の合理性なく能力や経験とかけ離れた
　程度の低い仕事を命じること・仕事を与えないこと）

⑥個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）
　※性的指向・性自認や病歴を本人に同意なく暴露することを含む
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